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構造改革特別区域計画新旧対照表 

改正後（新） 現行（旧） 

構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

坂井市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

坂井すこやか給食特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

坂井市の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

坂井市（以下「本市」という。）は、平成１８年３月に、三国町、

丸岡町、春江町、坂井町の４町が合併して誕生した。旧町ごとに地域

自治区制を取っており、合併による住民へのサービス低下を起こさな

いようにしていたが、合併後１０年が経過し、各地区で統一されてい

なかったサービスもほぼ均衡が図れたとして平成２８年３月３１日

で地域自治区制は終了した。 

本市は福井県の北部に位置し、南北１７㎞、東西３２㎞に及ぶ行政

区域で、総面積は２１０㎢である。坂井市の南部を九頭竜川が、東部

の森林地域を源流とする竹田川が北部を流れ、西部で合流して日本海

に注ぎ込んでいる。中部には福井県随一の穀倉地帯である広大な坂井

平野が広がり、西部には砂丘地及び丘陵地が広がっている。 

道路網は、東部には北陸自動車道・丸岡インターチェンジや一般国

道３６４号、西部に国道３０５号、中部に国道８号が走るなど、主要

な基幹道路は南北方向を中心に発達している。また、鉄道網も坂井市
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区域で、総面積は２１０㎢である。坂井市の南部を九頭竜川が、東部

の森林地域を源流とする竹田川が北部を流れ、西部で合流して日本海

に注ぎ込んでいる。中部には福井県随一の穀倉地帯である広大な坂井

平野が広がり、西部には砂丘地及び丘陵地が広がっている。 

道路網は、東部には北陸自動車道・丸岡インターチェンジや一般国
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の中央を南北に走り、ＪＲ北陸本線が２駅、えちぜん鉄道三国芦原線

が９駅設置されている。 

平成３１年４月１日現在の本市の人口は９１，６３８人で、福井県

全体７６７，９７０人の１１．９％を占め、福井県内第２位の人口規

模となっている。経年的には微減傾向にある。世帯数は３１，７７７

世帯で、福井県全体２８８，０５０世帯の１１．０％を占め、経年的

には増加傾向にある。 

本市の保育所及び認定こども園は３３ヶ所（公立１７ヶ所、私立１

６ヶ所）で、平成３１年４月の保育児童数は３，５２７人（公立１，

７４１人、私立１，７８６人）で、年々わずかではあるが、少子化の

進展により減少すると予想される。 

このような状況において、子どもをとりまく環境は大きく変化し、

保育、子育てに対するニーズは多様化してきており、幼児期における 

保育、教育への関心と期待が一層高まるとともに、保育所、認定こど

も園が子どもの人間形成の基礎づくりを行ううえで、ますます重要に

なってきている。 

本市においては、このような多様化した保育ニーズに対応するた

め、保育の基本的な目的である幼児教育・保育に加え、乳児保育、障

害児保育、延長保育、一時預かり保育  といった事業に取り組んで

いる。 

現在、特例措置９２０「公立保育所における給食の外部搬入方式の

容認事業」及び２００１「公立幼保連携型認定こども園における給食

の外部搬入方式の容認事業」を活用し旧三国町地区（以下「三国地区」

という。）の３保育所と１認定こども園においては、三国学校給食セ

ンターから給食を外部搬入している。しかし、同センターの老朽化に

伴いため、本市は新たに新三国学校給食センター（以下「新センター」

という。）を整備し機能を移転させる予定である。（令和元年１１月

竣工、同２年４月稼働予定。調理及び配送は民間委託。） 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本計画は、三国学校給食センターを新センターに新築移転し、給食

調理業務等を民間事業者に委託し、三国地区にある公立の３保育所及

の中央を南北に走り、ＪＲ北陸本線が２駅、えちぜん鉄道三国芦原線

が９駅設置されている。 

平成２９年４月１日現在の本市の人口は９２，４７８人で、福井県

全体７７８，５９８人の１１．９％を占め、福井県内第２位の人口規

模となっている。経年的には微減傾向にある。世帯数は３１，１０４

世帯で、福井県全体２８１，９９５世帯の１１．０％を占め、経年的

には増加傾向にある。 

坂井市の保育所は３４ヶ所（公立１８ヶ所、私立１６ヶ所）で、平

成２９年４月の保育児童数は３，３５７人（公立１，６１０人、私立

１，７４７人）で、年々わずかではあるが、少子化の進展により減少

すると予想される。 

このような状況において、子どもをとりまく環境は大きく変化し、

保育、子育てに対するニーズは多様化してきており、幼児期における 

保育、教育への関心と期待が一層高まるとともに、保育所、認定こど

も園が子どもの人間形成の基礎づくりを行ううえで、ますます重要に

なってきている。 

本市においては、このような多様化した保育ニーズに対応するた

め、保育の基本的な目的である幼児教育・保育に加え、乳児保育、障

害児保育、延長保育、一時保育、特定保育といった事業に取り組んで

いる。 

現在、    ９２０「公立保育所における給食の外部搬入方式の

容認事業」を実施している旧三国町地区（以下「三国地区」という。）

においては、公立保育所５ヶ所、私立保育所３ヶ所があり、６８８人

の児童が入所しているが、他の３地区に比べ、入所児童数が少ない。

そのため、施設の老朽化が進み、入所児童数が減少している当地区の

公立保育所２ヶ所を統合した認定こども園の整備を進めている。         

                                  

                      

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本計画は、三国地区にある公立の３保育所及び現在建設中の認定こ

ども園に三国学校給食センターで調理した                   



3/9 

び１認定こども園に給食を外部搬入するものである。 

給食調理業務等を民間事業者に委託することで、本市内の自園式の

保育所等の調理師不足解消や保育コスト削減につながる。なお、新セ

ンターに新たに保育所等の給食を担当する栄養士を配置することで、

園児の発育・発達段階に応じた離乳食や、アレルギーを持つ園児への

対応、食育の推進等給食に関し多様なニーズに対応する。 

また、引き続き、特例措置 920「公立保育所における給食の外部搬

入方式の容認事業」及び 2001「公立幼保連携型認定こども園の給食の

外部搬入方式の容認事業」を活用し、新センター   から給食の外

部搬入を行うことで、食材の一括購入や調理員の適正配置などが可能

となり、調理業務の効率化・合理化の推進を図る。 

さらに、これらは、保育所及び認定こども園と小学校、中学校との

連携の強化、一貫した食育の推進、食中毒などの感染症の防止等衛生

管理面の指導の徹底に寄与する。      

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

① 幼児期から食に対する関心を高め、望ましい食習慣を身につけさ

せる。また、大人になっても健康的な生活を送れるよう、保護者に

対して子育ての中での食の大切さを啓発し、生活の質の向上を目指

す。 

② 地元産農産物を給食に使用することにより、保護者の地産地消に

対する関心をより一層高めることで、生産者の生産意欲の向上を図

り、安心・安全な食材の供給を促進する。 

③ 新センター   でも食材の一元納入、一元調理を実施し、保育

所及び認定こども園運営にかかる経費が節減され、節減された経費

を財源に、これらの施設の基本的な目的である幼児教育・保育に加

え、乳児保育※、障害児保育、延長保育、一時預かり保育に充て、

子育て支援の充実を図る。 
※乳児保育･･･坂井市単独事業として乳児保育促進事業を行っている。（年間を

通じて安定的に乳児保育を実施できるよう乳児保育を担当する保育士を確保

し、年度途中の入所の需要に対応できる体制を整備するため、加配する保育士

の人件費について補助金を交付することにより児童福祉の向上を図ることを

          給食を外部搬入するものである。 

当地区の園児数は公立、私立の合計では横ばいであるが、５ヶ所の

公立保育所では定員割れの状態が続いていることから、当地区の公立

保育所２ヶ所を統合した認定こども園を整備し、          

                                

                           

               「公立保育所における給食の外部搬

入方式の容認事業」及び  「公立幼保連携型認定こども園の給食の

外部搬入方式の容認事業」を活用し、学校給食センターから給食の外

部搬入を行うことで、食材の一括購入や調理員の適正配置などが可能

となり、      調理業務の効率化・合理化の推進を図る。 

また      、保育所及び認定こども園、小学校、中学校との

連携の強化、一貫した食育の推進、食中毒などの感染症の防止等衛生

管理面の指導の徹底に寄与している。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

① 幼児期から食に対する関心を高め、望ましい食習慣を身につけさ

せる。また、大人になっても健康的な生活を送れるよう、保護者に

対して子育ての中での食の大切さを啓発し、生活の質の向上を目指

す。 

② 地元産農産物を給食に使用することにより、保護者の地産地消に

対する関心をより一層高めることで、生産者の生産意欲の向上を図

り、安心・安全な食材の供給を促進する。 

③ 学校給食センターでの食材の一元納入、一元調理により、 保育 

 所及び認定こども園運営にかかる経費が節減され、節減された経費

を財源に、保護者が望む教育・保育サービス           

                         に充て、子

育て支援の充実を図る。 
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目的とする） 

 

７  構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的

社会的効果 

教育・保育サービスの充実を図ることにより、養育者の負担を軽減

することで、少子化の抑制を図る。また、仕事と子育ての両立を支援

することができる。 

新センター    でも取り入れる食材等の一元調達により食材

経費の節減を図ることができ、米や野菜類の地元産仕入れ（地産地消）

による地元生産者の収入の増加が期待される。また、安心安全な食材

が確保でき、給食において郷土料理や季節料理を盛り込んだ多彩なメ

ニューを取り入れることで、食への関心を深めることができる。 

また、構造改革特別区域計画の実施により、光熱水費など共通維持

経費、調理に係る経費節減効果が生じ、行財政の健全化が図られ貢献

することとなり、効率的な保育所及び認定こども園の運営ができる。 

 

８ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

２００１ 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入

方式の容認事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施しまたはその実施を促進しようとす

る特定事業に関連するその他の構造改革特別区域計画の実施に関し

地方公共団体が必要と認める事項 

 

（１）食育の推進 

保育所及び認定こども園の給食を新センター   で調理する

ことで、保育所及び認定こども園、小学校、中学校、給食センター

の連携が取れ、幼児期から中学校まで一貫した食育を行うことで、

望ましい食習慣の定着や、心身の健全な育成を図る等、子どもの健

やかな成長に資する。 

（２）地産地消事業 

           

 

７  構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的 

 社会的効果 

教育・保育サービスの充実を図ることにより、養育者の負担を軽減

することで、少子化の抑制を図る。また、仕事と子育ての両立を支援

することができる。 

学校給食センターが取り入れている食材等の一元調達により食材

経費の節減を図ることができ、米や野菜類の地元産仕入れ（地産地消）

による地元生産者の収入の増加が期待される。また、安心安全な食材

が確保でき、給食において郷土料理や季節料理を盛り込んだ多彩なメ 

ニューを取り入れることで、食への関心を深めることができる。 

また、                 光熱水費など共通維持

経費、調理に係る経費節減効果が生じ、行財政の健全化  にも貢献

することとなり、効率的な保育所        の運営ができる。                              

   

８ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

２００１ 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入 

方式の容認事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施しまたはその実施を促進しようとす

る特定事業に関連するその他の構造改革特別区域計画の実施に関し地

方公共団体が必要と認める事項 

 

（１）食育の推進 

保育所及び認定こども園の給食を学校給食センターで調理する

ことで、保育所及び認定こども園、小学校、中学校、給食センター

の連携が取れ、幼児期から中学校まで一貫した食育を行うことで、

望ましい食習慣の定着や、心身の健全な育成を図る等、子どもの健

やかな成長に資する。 

（２）地産地消事業 
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新センター   においても実施する生産者グループ・直売者か

らの食材調達により、給食の食材に、新鮮で安全・安心して食べる

ことのできる地元食材を使用することを推進する。また、保護者に

対して、給食参観事業等を通じ試食する機会を設けて地元産の食材

が給食に使用されていることを知ってもらい、農業や地域への関心

を高めることで、地産地消を推進する。 

（３）子育て支援の充実 

給食の外部搬入により節減された財源を保育サービスの充実に

活用する。 

 

10 実施体制 

給食提供が、円滑に行われるよう調理・運搬業務について別紙仕 

様書のとおり連絡体制や指示系統を定めた委託毛役を締結する。 

 

 

別紙 

１ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

２００１ 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬 

入方式の容認事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（保育所）坂井市立三国南保育所 坂井市立みくに未来保育所 

坂井市立加戸保育所 

（認定こども園）坂井市立雄島こども園 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始日 

令和２年４月１日 

 

４ 特定事業の内容 

三国学校給食センターを新築移転し、給食調理業務等を民間事業

者に委託し、三国地区にある公立の３保育所及び 1認定こども園に

学校給食センターが実施している  生産者グループ・直売者か

らの食材調達により、給食の食材に、新鮮で安全・安心して食べる

ことのできる地元食材を使用することを推進する。また、保護者に

対して、給食参観事業等を通じ試食する機会を設けて地元産の食材

が給食に使用されていることを知ってもらい、農業や地域への関心

を高めることで、地産地消を推進する。 

（３）子育て支援の充実 

給食の外部搬入により節減された財源を保育サービスの充実に

活用する。 

 

           

                                   

                               

 

 

別紙 

１ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

    ２００１ 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬

入方式の容認事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（保育所）坂井市立三国南保育所 坂井市立みくに未来保育所 

     坂井市立加戸保育所 

（認定こども園）坂井市立雄島こども園 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始日 

構造改革特別区域計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

調理余力のある三国学校給食センターから三国地区内の３保育

所及び１認定こども園に給食の外部搬入を行うことで、      
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新三国学校給食センターで調理した給食を外部搬入し、  保育所

及び認定こども園の効率的運営を図る。節減費用を保育サービスの

充実に充て、子育て支援事業の推進を図る。 

また、食育を保育の重要課題としてとらえ、給食を通じた「食育

教育」を推進していく。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

（１）公立保育所における給食の外部搬入事業の実施にあたっては、

「保育所における食事の提供について（平成 22 年 6 月 1 日付雇

児発 0601 第 4 号）」における留意事項を遵守する。また、幼保

連携型認定こども園における給食の外部搬入事業の実施にあた

っては、「幼保連携型認定こども園における食事の外部搬入等に

ついて（府子本第 448 号・27 文科初第 1183 号・雇児発 0118 第

3 号 平成 28 年 1 月 18 日付）における留意事項を遵守する。 

（２）調理室として、保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設

備を設けることについてそれぞれの保育所及び認定こども園には

専用の調理室があり、過熱設備（オーブンレンジ、ガステーブル

等）、保存用冷蔵庫、冷凍庫、配膳台等を有している。      

     軽度の下痢、嘔吐等の体調不良児への対応に利用する。                  

（３）児童の食事内容・回数・時機に適切に応じることについて食事の

内容は、各年齢に応じて材料の大きさ、柔らかさ等を変えて、アレ

ルギー児食についても配慮し、すべての児童が食べやすいよう工夫

して調理を行う。昼食のほか、おやつを午前１回（３歳未満児のみ）

午後１回提供する。園の調理室において、３歳未満児の配膳等を行

う。 

（４）社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとと

もに、衛生面では保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業

務の委託・受託に係る基準を遵守することについて「保護施設等に

おける調理業務の委託について（昭和 62年 3月9日付社施第 38号）」

において準拠されている「病院、診療所等の業務委託について（平

成 5年 2月 15日付指第 14 号）」の第 4号の 2の規定及び「保育所

における調理業務の委託について（平成 10年 2月 18日付児発第 86

号）」を遵守する。 

                          保育所

及び認定こども園の効率的運営を図る。節減費用を保育サービスの

充実に充て、子育て支援事業の推進を図る。 

また、食育を保育の重要課題としてとらえ、給食を通じた「食育

教育」を推進していく。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

（１） 公立保育所における給食の外部搬入事業の実施にあたっては、

「保育所における食事の提供について（平成 22 年 6 月 1 日付雇

児発 0601 第 4 号）」における留意事項を遵守する。また、幼保

連携型認定こども園における給食の外部搬入事業の実施にあた

っては、「幼保連携型認定こども園における食事の外部搬入等に

ついて（府子本第 448 号・27 文科初第 1183 号・雇児発 0118 第

3 号 平成 28 年 1 月 18 日付）における留意事項を遵守する。 

（２）調理室として、保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設

備を設けることについてそれぞれの保育所及び認定こども園には

専用の調理室があり、過熱設備（オーブンレンジ、ガステーブル

等）、保存用冷蔵庫、冷凍庫、配膳台等を有している。手作りおや

つの調理や軽度の下痢、嘔吐等の体調不良児への対応に利用する。 

（３）児童の食事内容・回数・時機に適切に応じることについて食事の

内容は、各年齢に応じて材料の大きさ、柔らかさ等を変えて、アレ

ルギー児食についても配慮し、すべての児童が食べやすいよう工夫

して調理を行う。昼食のほか、おやつを午前１回（３歳未満児のみ） 

午後１回提供する。                     

   

（４）社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとと

もに、衛生面では保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業

務の委託・受託に係る基準を遵守することについて「保護施設等に

おける調理業務の委託について（昭和 62年 3月9日付社施第 38号）」

において準拠されている「病院、診療所等の業務委託について（平

成 5 年 2 月 15 日付指第 14 号）」の第 4 号の 2 の規定及び「保育所

における調理業務の委託について（平成 10年 2月 18日付児発第 86

号）」を遵守する。 
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調理方式については、給食センターから各保育所及び認定こども

園までは１時間程度で到着することが可能なため、食材を加熱調理

後、冷凍及び冷蔵せずに運搬し、速やかに提供できる。食事の運搬

及び保管方法については、給食運搬車で運搬する。給食運搬車につ

いては、配送車１台で各保育所及び認定こども園に配送する。運搬

した給食は、保育所及び認定こども園の調理室に搬入し、保冷が必

要な食品は配膳時間まで冷蔵庫で保管する。給食は調理が完了して

から２時間以内に配膳、飲食が可能である。 

なお、給食の調理業務と配送業務については、給食センターの管 

理者である本市と調理事業者（一般競争入札）、配送業者との間で

委託契約を締結する。当該給食センターは、毎年、保健所や市及び

市が指定する者の立入検査を行う。                       

                           

 

《給食の配送計画》 

7：45 朝礼 

調理開始 

9：55 調理完了 

10：10 配送開始（委託配送業者） 

13：10 回収開始（委託配送業者） 

13：50 洗浄 清掃 

16：00 翌日の調理ミーティング 

 

（配送） 

10：10 給食センター⇒10：21加戸保育所⇒10：32雄島こども園⇒ 

10：45みくに未来保育所⇒10:56三国南保育所⇒11：06給食センター 

 

（喫食開始時刻） 

  各保育所共通 

  11：15 ０，１歳児 

  11：30 ２，３，４歳児 

  11：45 ５歳児 

調理方式については、給食センターから各保育所及び認定こども 

園までは１時間程度で到着することが可能なため、食材を加熱調理

後、冷凍及び冷蔵せずに運搬し、速やかに提供できる。食事の運搬

及び保管方法については、給食運搬車で運搬する。給食運搬車につ

いては、配送車１台で各保育所及び認定こども園に配送する。運搬

した給食は、保育所及び認定こども園の調理室に搬入し、保冷が必

要な食品は配膳時間まで冷蔵庫で保管する。給食は調理が完了して

から２時間以内で配膳、飲食が可能である。 

なお、特例措置による給食の    外部搬入については、搬入 

元と搬入先との間で委託契約の締結が求められているが、本市の場

合は市立の学校給食センターから市立保育所及び認定こども園へ

の搬入であるため、委託契約は締結しない。 

 

《給食の配送計画》 

7：45 朝礼 

調理開始 

   9：55 調理完了 

10：10 配送開始 

13：10 回収開始 

13：50 洗浄 清掃 

16：00 翌日の調理ミーティング 

 

（配送）      

10：10給食センター⇒10：20みくに未来保育所⇒10：30三国南保育所 

⇒10：45加戸保育所⇒10:55雄島こども園⇒11：05給食センター 

                                    

 （喫食開始時刻） 

  各保育所共通 

  11：15 ０，１歳児 

  11：30 ２，３，４歳児 

  11：45 ５歳児 
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（回収） 

13：00給食センター⇒13：11加戸保育所⇒13：22雄島こども園⇒ 

13：35みくに未来保育所⇒13：46三国南保育所⇒13：56給食センター 

 

《給食センターの概要》 

名  称  三国学校給食センター 

所 在 地  福井県坂井市三国町楽円５３-３-２ 

敷地面積  9,099.62㎡ 

建物面積  １階 2,213.67 ㎡、２階 737.23㎡ 

構  造  鉄骨造、一部２階建て 

運営方式  ドライシステム 

調理能力  3,500食／日（最大） 

ｺﾝﾃﾅ台数  ３３台 

提供開始  ２０２０年４月１日 

主な整備  調理室、洗浄室、機械室、冷凍・冷蔵庫、下処理室、 

食品庫、検収室、会議室、休憩室、事務室、 

保育所調理室（離乳食室、アレルギー調理室） 

主な設備  フードスライサー、連続揚物機、連続炊飯機、真空冷却機、

スチームコンベクションオーブン、回転釜、自動食器洗浄

機、消毒保管庫 

職 員 数  ４９名 

センター所長 １名 

事務職員   １名 

栄養士    ４名 

調理員   ４３名 

 

 

（５）現在、園児の給食については、栄養士、保育所調理員、保育園長等

の代表により、給食委員会を設置し、前月の給食献立の反省等を把握

しながら翌月の献立の作成を行い、各保育所に配布している。また、

その献立表を保護者に配布し、園児の食材に対するアレルギーの有無

（回収）      

13：10給食センター⇒13：15雄島こども園⇒13：30加戸保育所⇒ 

13：45三国南保育所⇒13：55みくに未来保育所⇒14：05給食センター     

                                            

《給食センターの概要》 

名  称  三国学校給食センター 

                   

建 築 年  昭和６１年 

構  造  鉄骨造平屋建て 

敷地面積  4,000㎡ 

延床面積  1,484㎡ 

調理能力  3,500食 

           

            

主な整備  調理室、洗浄室、機械室、冷凍・冷蔵庫、下処理室、 

食品庫、検収室、会議室、休憩室、事務室 

                        

主な設備  フードスライサー、連続揚物機、連続炊飯機、真空冷却機、

スチームコンベクションオーブン、回転釜、自動食器洗浄

機、消毒保管庫 

職 員 数  ２９名 

センター所長 １名 

事務職員   １名 

栄養士    ３名 

調理員   ２４名 

 

 

 

（５）現在、園児の給食については、栄養士、保育所調理員、保育所長等

の代表により、給食委員会を設置し、前月の給食献立の反省等を把握

しながら翌月の献立の作成を行い、各保育所に配布している。また、

その献立表を保護者に配布し、園児の食材に対するアレルギーの有無
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や、献立に対する保護者の要望等の聴取に努めている。また、栄養素

量の供与についても年齢に応じた栄養素量を供与するとともに、園児

の嗜好に配慮した献立を供与することで、正しい食習慣が身につく

等、本市の第２次食育推進計画に基づいた食育を推進する。食材につ

いても、地元食材を多く取入れることで、地産地消への取組みを図る。 

 

や、献立に対する保護者の要望等の聴取に努めている。また、栄養素

量の供与についても年齢に応じた栄養素量を供与するとともに、園児

の嗜好に配慮した献立を供与することで、正しい食習慣が身につくよ                  

う                  食育を推進する。食材につ

いても、地元食材を多く取入れることで、地産地消への取組みを図る。 
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